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●有価証券の時価情報
　貸借対照表の ｢有価証券｣ のほか、｢買入金銭債権｣ 中の貸付債権信託受益権等を含めて記載しております。

1．売買目的有価証券�

区　分
2022年度 2023年度

貸借対照表計上額 当事業年度の損益に
含まれた評価差額 貸借対照表計上額 当事業年度の損益に

含まれた評価差額
売買目的有価証券 ― ― ― ―

（注）貸借対照表計上額は、期末日における市場価格等に基づいております。

2．満期保有目的の債券で時価のあるもの

種　類
2022年度 2023年度

貸借対照表
計上額 時価 差額 貸借対照表

計上額 時価 差額

時価が貸借対照表計上額を
超えるもの

国債 10,831 11,459 628 10,048 10,327 278
地方債 ― ― ― 2,735 2,750 14
短期社債 ― ― ― — — —
社債 3,120 3,140 19 5,579 5,607 28
その他 2,300 2,312 12 4,430 4,450 19
小�計 16,251 16,913 661 22,793 23,135 341

時価が貸借対照表計上額を
超えないもの

国債 4,940 4,894 △ 46 5,734 5,180 △ 554
地方債 824 818 △ 6 1,235 1,217 △ 18
短期社債 ― ― ― — — —
社債 14,273 14,044 △ 229 27,292 26,769 △ 523
その他 11,612 10,993 △ 619 12,605 12,129 △ 476
小�計 31,651 30,751 △�900 46,869 45,296 △�1,572

合　計 47,903 47,664 △�239 69,663 68,432 △�1,230
（注）1．時価は、期末日における市場価格等に基づいております。

 　　2．上記の「その他」は、外国証券及び投資信託等です。
 　　3．市場価格のない株式等及び組合出資金は本表には含めておりません。

3．子会社・子法人等株式及び関連会社法人等株式で時価のあるもの
該当するものはありません。

4．その他有価証券で時価のあるもの

種　類
2022年度 2023年度

貸借対照表
計上額 取得原価 差額 貸借対照表

計上額 取得原価 差額

貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの

株式 10,061 7,235 2,825 12,934 7,178 5,756
債券 149,542 146,860 2,681 92,634 91,264 1,369
　国債 37,059 35,567 1,492 27,906 27,012 894
　地方債 64,338 63,699 639 32,295 32,064 230
　短期社債 ― ― ― — — —
　社債 48,143 47,593 549 32,431 32,187 244
その他 54,411 50,665 3,746 131,193 119,234 11,958
小�計 214,014 204,761 9,253 236,761 217,677 19,084

貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの

株式 2,708 3,028 △319 1,434 1,580 △ 146
債券 395,004 408,299 △13,295 400,548 418,947 △ 18,398
　国債 100,198 104,846 △4,647 83,863 90,288 △ 6,425
　地方債 65,246 66,620 △1,374 79,795 81,867 △ 2,072
　短期社債 ― ― ― — — —
　社債 229,560 236,833 △7,273 236,889 246,791 △ 9,901
その他 434,961 473,742 △38,781 357,899 391,051 △ 33,151
小�計 832,674 885,070 △52,396 759,883 811,580 △�51,696

合　計 1,046,689 1,089,832 △43,143 996,644 1,029,257 △�32,612
（注）1．貸借対照表計上額は、期末日における市場価格等に基づいております。

 　　2．上記の「その他」は、外国証券及び投資信託等です。
 　　3．市場価格のない株式等及び組合出資金は本表には含めておりません。

（単位：百万円）

（単位：百万円）

（単位：百万円）

財産の状況
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5．市場価格のない株式等及び組合出資金
2022年度 2023年度

貸借対照表計上額 貸借対照表計上額
子会社・子法人等株式 1,538 1,538
関連法人等株式 27 27
非上場株式 217 214
信金中央金庫出資金 11,613 14,943
組合出資金 615 607

合　計 14,012 17,330

●金銭の信託の時価情報
1．運用目的の金銭の信託�

2022年度 2023年度

貸借対照表計上額 当事業年度の損益に
含まれた評価差額

貸借対照表計上額 当事業年度の損益に
含まれた評価差額

2,887 － 2,684 －
（注）貸借対照表計上額は、期末日における市場価格等に基づいております。

2．満期保有目的の金銭の信託
該当するものはありません。

3．その他の金銭の信託
2022年度 2023年度

貸借対照表
計上額 取得原価 差額 貸借対照表

計上額 取得原価 差額うち貸借対照表
計上額が取得原
価を超えるもの

うち貸借対照表計
上額が取得原価を
超えないもの

うち貸借対照表
計上額が取得原
価を超えるもの

うち貸借対照表計
上額が取得原価を
超えないもの

19,110 19,968 △858 ― 858 14,962 15,939 △976 ― 976
（注）｢うち貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの｣ ｢うち貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの｣ はそれぞれ ｢差額｣ の内訳です。

●デリバティブ取引の時価情報
　当金庫が取り扱っているデリバティブ（金融派生商品）取引は、通貨派生商品として先物外国為替・通貨スワップ、
金利派生商品として金利スワップなどがあります。
　当金庫は、融資・預金取引などに内含する各種市場リスクをお持ちのお客さまのヘッジ・ニーズに幅広く対応し金
融サービスの向上に努めるため、また、当金庫が保有する資産・負債の市場関連リスク等をヘッジし収益の安定確保
を図る観点から、金利スワップなどのデリバティブ取引を行っております。

（1）金利関連取引

区分 種　類
2022年度 2023年度

契約額等 時価 評価損益 契約額等 時価 評価損益うち1年超 うち1年超
取
引
所

金利先物 該当する取引はありません。 該当する取引はありません。
金利オプション 該当する取引はありません。 該当する取引はありません。

店
　
　頭

金利スワップ
受取固定・支払変動 — — — — — — — —
受取変動・支払固定 — — — — — — — —
受取変動・支払変動 — — — — — — — —
受取固定・支払固定 — — — — — — — —
金利オプション 該当する取引はありません。 該当する取引はありません。

（注）1．上記取引については時価評価を行い、評価損益を損益計算書に計上しております。なお、ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は、上記記載から除いております。
　　 2．時価の算定
　　　　店頭取引については、割引現在価値等により算定しております。
　　 3．ヘッジ会計を適用しているデリバティブ取引の契約額等は、次頁のとおりです。

（単位：百万円）

（単位：百万円）

（単位：百万円）

（単位：百万円）
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区分・種類 2022年度 2023年度
契約額等 契約額等

（店頭取引）金利スワップ
受取固定・支払変動 — —
受取変動・支払固定 22,213 22,599

（2）通貨関連取引

区分 種　類
2022年度 2023年度

契約額等 時価 評価損益 契約額等 時価 評価損益うち1年超 うち1年超

店
　頭

通貨スワップ 0 0 0 0 0 0 0 0
通貨オプション

売建（コール） — — — — — — — —
（プット） — — — — — — — —

買建（コール） — — — — — — — —
（プット） — — — — — — — —

先物為替予約
売建 80,301 — 418 418 73,439 － △1,805 △1,805
買建 1,212 — 6 6 586 － 18 18

（注）1．上記取引については時価評価を行い、評価損益を損益計算書に計上しております。
　　　　 なお、「銀行業における外貨建取引等の会計処理に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第25号）に基づきヘッジ会計を適用している「資金

関連スワップ」に係る先物為替予約取引については上記記載から除いております。
　 　2．時価の算定
　　　　店頭取引については、割引現在価値等により算定しております。

（3）株式関連取引
該当するものはありません。

（4）債券関連取引
該当するものはありません。

（単位：百万円）

（単位：百万円）

●貸倒引当金の期末残高及び期中の増減額�

区　分 2022年度 2023年度
期末残高 期中増減額 期末残高 期中増減額

一般貸倒引当金 24 0 24 △0
個別貸倒引当金 53 △4 43 △10
合　計 77 △5 67 △10

（単位：億円） ●貸出金償却の額�
区　分 2022年度 2023年度

貸出金償却額 728 996

（単位：百万円）
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○金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の3つのレベルに分類して
おります。時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞ
れ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

レベル1の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格により算定した時価
　　　　【主な分類商品】�上場株式、国債等の取引市場に上場されている商品等で、取引量が活発なものを分類して

おります。
レベル2の時価：レベル1のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプットを用いて算定した時価
　　　　【主な分類商品】 地方債、社債等の非上場であっても市場金利による割引等で時価を算定可能な商品や、取

引市場に上場されているものの取引量が活発ではない商品などを分類しております。
レベル3の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価
　　　　【主な分類商品】 仕組債等で、流動性が低いものや、信用スプレッドの重要性が高いものなど算定にあたっ

て用いる前提によって、時価が変動しやすい商品を分類しております。

（1）時価をもって貸借対照表計上額とする金融資産及び金融負債

区　分
時価

レベル1 レベル2 レベル3 合計
買入金銭債権 — 2,097 3,792 5,889
金銭の信託 — 17,646 — 17,646
有価証券（その他有価証券） 167,676 782,380 36,885 986,941

国債 111,770 — — 111,770
地方債 — 112,091 — 112,091
社債 — 269,321 — 269,321
株式 14,368 — — 14,368
その他の証券 41,537 400,967 36,885 479,390

デリバティブ取引 — △ 1,323 — △ 1,323
（注）1.  有価証券には、企業会計基準適用指針第31号「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（2021年6月17日）第24-９項の基準価額を時価とみなす取り扱いを適用した投資信託は含まれ

ておりません。第24-9項の取り扱いを適用した投資信託の貸借対照表計上額は3,805百万円であります。
2. 市場価格のない株式等及び組合出資金は本表には含めておりません。
3.  その他資産・負債に計上しているデリバティブ取引を一括して表示しております。デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しております。
4. 重要性の乏しい科目については記載を省略しております。

（2）時価をもって貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債

区　分
時価

レベル1 レベル2 レベル3 合計
預け金 — 315,200 — 315,200
買入金銭債権 — 3,000 — 3,000
有価証券（満期保有目的） 15,783 48,909 1,970 66,663

国債 15,783 — — 15,783
地方債 — 3,971 — 3,971
社債 — 32,871 — 32,871
その他の証券 — 12,065 1,970 14,036

貸出金 — — 1,301,464 1,301,464
預金積金 — 2,751,782 — 2,751,782

（注）1. 貸出金に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金を控除しております。
2. 重要性の乏しい科目については記載を省略しております。

なお当金庫では、原則「金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項（単体）」に関して、企業会計基準適用指
針第19号「金融商品の時価等の開示に関する適用指針」（第5-2項）を基に、当金庫の内部管理上のレベル情報を記載
しております。
本開示事項は会計監査の対象外となります。したがって、記載内容はあくまで内部管理に基づく定義 ・ 分類方法等に
よるものです。

（単位：百万円）

（単位：百万円）
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